
 29年度 官⺠連携提案窓⼝実績状況

№ 連携相手 事業名 内容

1東電タウンプランニング株式会社 電柱の広告看板を活用した公共的情報の表示 東京電⼒保有の電柱に掲載する広告について、「地域貢献型広告に関する協定」を8⽉10⽇に締結。区とのタイアップで広
告を出す場合、広告主が⽀払う広告料が割引となり、区は無料で公共的情報を表⽰。

2Packcity Japan株式会社 公有地への宅配便ロッカーの設置

公共施設の⼀部を活⽤し、既に区内の駅等で設置されている宅配便ロッカー（PUDOステーション）を設置。29年度は、公
共施設3か所（本庁舎、上北沢地区会館、烏⼭中央⾃転⾞等駐⾞場）に設置し、モデル実施。税外収⼊を確保するとと
もに、周辺住⺠の利便性の向上や、宅配業者の再配達の減少に伴うＣＯ2の削減が⾒込まれる。
利⽤開始⽇：本庁舎9⽉22⽇、上北沢地区会館9⽉27⽇、烏⼭中央⾃転⾞等駐⾞場12⽉1⽇

3東京ガス株式会社⻄部⽀店一般社団法人はーとふるライフ
環境イベント「エコフェスせたがや2017」の協賛⾦
提供

再⽣可能エネルギーの活⽤及び省エネルギーの推進、環境に配慮した取組み紹介等をテーマとする「エコフェスせたがや
2017」の開催（10月7日）に伴い、協賛を受ける。

4株式会社ファーストリテイリング株式会社ユニクロ 店舗内での区政PR ユニクロ世田谷千歳台店にて、11月中旬から2月初旬までユニクロと区政情報のタイアップパネルを掲載。世田谷版ネウボラ
のPRを実施。

5京王電鉄株式会社 自治体間連携情報 ⾃治体間連携の⼀環として、京王電鉄㈱で運営している「街はぴ」に、下⾼井⼾商店街と⽇本⼤学⽂理学部の協⼒のもと
北海道中川町が運営している交流サテライトスペース「ナカガワのナカガワ」の情報を10⽉5⽇から掲載。

6イッツ・コミュニケーションズ株式会社 自治体間連携情報
⾃治体間連携の⼀環として、特別区全国連携プロジェクトにより連携を進めている北海道胆振地域の北海道いぶり体験祭り
（三軒茶屋ふれあい広場にて11⽉23⽇に開催）の周知をイッツコムチャンネルの地域情報で11⽉14⽇から11⽉23⽇ま
で掲載。

7株式会社NTTドコモ ドコモ５Gオープンパートナープログラム参加
NTTドコモから第５世代移動通信⽅式（５G）の新たな利⽤シーンの創出に向けて、５Gに関する情報提供・５G接続環
境の提供を⾏う「ドコモ５Gオープンパートナープログラム参加」の案内があり、12⽉26⽇に世⽥⾕区も参加表明。今後、参
加する⺠間企業等とのパートナーワークショップへの参加や早期に情報提供を受け、活⽤を検討する。

8株式会社セブン－イレブン・ジャパン 障害者支援
区内の障害者施設製品「はっぴぃハンドメイド」製品をセブンイレブン店舗直営店の⽟川台店（2⽉7⽇〜）、下⾺2丁⽬店
（2⽉中旬以降）で販売。世⽥⾕区内障害者施設⾃主⽣産品カタログ「はっぴぃハンドメイドBOOK」も併せて店舗に置
き、製品のＰＲを実施。

9株式会社セブン－イレブン・ジャパン ⾼齢者⾒守り協定 コンビニエンスストアやセブンミールなど⽇々の業務の中で、⾼齢者の⾒守り活動を実施するため、2⽉2⽇に協定を締結。異
変がある場合、近隣のあんしんすこやかセンターに連絡する体制。

10あいおいニッセイ同和損害保険株式会社東京南支店 ⾼齢者⾒守り協定 営業活動など⽇々の業務の中で、⾼齢者の⾒守り活動を実施するため、2⽉2⽇に協定を締結。異変がある場合、近隣の
あんしんすこやかセンターに連絡する体制。

11東京海上日動火災保険株式会社 BCPセミナーの共催 損害保険会社としての強みを活かして、区内中小企業向けにBCPセミナーを区との共催で実施。当日の運営や独自のネット
ワークを活⽤した周知等を担う。実際に震災復興に取り組まれた事業者を講師に招き、実施する。

12みずほフィナンシャルグループ三社（みずほ銀⾏、みずほ証券、みずほ信託銀⾏） 包括連携協定 みずほが持つ強みを活かし、これまで以上に多岐にわたって連携を強化することで、区が抱える様々な課題の解決や、公共
サービスの向上を目的とし、包括連携協定を締結予定。今後、様々な分野における連携を検討していく。


